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国家公務員の外来医療費、府省間で２倍以上の差 
〜国会審議時間が⻑い府省ほど医療費が⾼い傾向〜 

慶應義塾⼤学 総合政策学部 専任講師の佐藤 豪⻯（さとう こうりゅう）が率いる研究チームは、霞が関の 10

府省の本府省で働く国家公務員について、外来医療費と国会対応業務との関係を調べました。2016〜2023 年の

医療費を性別・年齢構成の違いを考慮して⽐較すると、１⼈当たりの⽉額は外務省の 2,374 円から厚⽣労働省の

5,125 円まで、２倍以上の差がありました。また、各府省の政策分野を担当する国会の常任委員会について、職員

1 ⼈当たりの審議時間が１％⻑い府省ほど、外来医療費が 0.25％⾼い傾向がみられました。府省ごとの勤務実態

を把握し、業務負担が⼤きい府省における健康管理の⽀援を検討するなど国家公務員の「働き⽅改⾰」の必要性を

⽰唆する結果となりました。論⽂は、労働衛⽣の国際的な専⾨誌に掲載されました。 
 

府省別⼀⼈当たり外来医療費（円／⽉） 
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背景 

⽇本の国家公務員は、政策⽴案や予算編成、国会対応など、国の⾏政を⽀える重要な業務を担っています。こう

した公務の公共性を踏まえ、国家公務員には、原則として労働基準法が適⽤されません。 

国家公務員の⻑時間勤務につながる主要な業務の⼀つが、国会対応です。国会議員からの質問を受け、答弁案

や資料を短時間で準備する必要があるほか、質問通告の遅れや関係府省との調整により、対応が⻑時間に及ぶこと

もあります。 

⼀⽅、国家公務員の健康に関するデータは限られており、こうした業務負担と健康状態との関連は、これまで⼗分に

明らかにされていませんでした。そこで本研究では、国会の常任委員会における審議時間を国会対応業務の負担を⽰

す指標として、国家公務員の外来医療費との関連を分析しました。 

 

対象と⽅法 

財務省が実施する「連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査」から、2016〜2023 年の各

年４⽉に審査されたレセプトの約５％を抽出したデータを使⽤しました。対象は 10 府省の本府省に所属する 18〜

50歳の被保険者で、分析に⽤いた外来レセプトは 6,454件、延べ被保険者数は 252,830 ⼈年でした。⼊院につ

いては、件数が少なかったため分析対象としていません。 

府省別の１⼈当たり外来医療費は、抽出率で補正した上で、性別と年齢を標準化して算出しました。国会会議

録をウェブ・スクレイピングし、各府省の政策分野を担当する衆参両院の常任委員会について、年間審議時間を集計

しました。この時間を本府省の被保険者数で割った値を、職員 1 ⼈当たりの業務負担の指標としました。予算委員会

は府省ごとに帰属させることが難しいため、集計に含めていません。分析では、前年の審議時間と翌年４⽉の外来医

療費との関連を府省・年単位で分析しました。 

 

結果 

性別・年齢調整済みの１⼈当たり⽉額外来医療費が最も⾼かったのは厚⽣労働省で、5,125 円でした。次いで

法務省が 5,056 円、農林⽔産省が 4,637 円でした。厚⽣労働省では、特にメンタルヘルス関係の医療費が⽬⽴ち

ました。⼀⽅、医療費が最も低かったのは外務省で、2,374 円でした。次いで財務省が 3,016 円、経済産業省が

3,246 円でした。 

８年間の累積の国会審議時間が最も⻑かったのは厚⽣労働省の 2,534 時間で、２位の内閣府（1,528時

間）を 1,000 時間以上上回りました。国会審議時間と外来医療費の関連を分析したところ、前年の職員１⼈当た

り審議時間が１％⻑い府省ほど、翌年４⽉の外来医療費が 0.25％⾼い傾向がみられました（95％信頼区間︓

0.04〜0.46％）。 

 

考察と本研究の意義 

府省によって国会対応業務の量や外来医療費の状況が⼤きく異なることが⽰されました。外来医療費は健康状態

だけでなく、受診のしやすさや受診⾏動も反映します。医療費が低い府省でも健康問題が少ないとは限りません。こう

した点を踏まえ、業務負担が⼤きい府省で、勤務状況と健康状態を把握し、適切な産業保健の⽀援を⾏うことが重

要です。 
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なお、今回の研究は、あくまで国会審議時間と外来医療費の「相関関係」を⽰したものであり、「因果関係」を⽰し

たものではありません。今後は、国家公務員の労働時間、ストレス、健康状態を結びつけた、より⼤規模で詳細な研

究が求められます。 
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